
文

ことができたため、取

希

り崩しは実施せず、逆に16億円を積み立てること

(できたこと) ができた。

　景気後退に伴う税収の減少により、財政調整基金の取り崩しは当初予算を編成する上で必要不可欠となっている。中長
課題

期的な視点から見ても、税収が著しく回復することを見込める状況にはなく、財政上の不測の事態に備え、財源として基
(できなか 

金を温存し延命化を図る必要があるため、事業の精査、事業を工夫することで支出の削減を図ることが必要となる。基金
 ったこと)

に頼る財政運営は望ましくなく、取り崩しについては、財政状況を見極め、慎重に行う必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 基金取崩額（千円） 1,301,955 0 0 0 0
指標
成果   
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 45,683 25,711 1,613,195 12,532 合計 1,613,195,093 円
積立金 1,613,195,093 円

財
　
源

特定財源 45,683 25,711 13,195 12,532

一般財源 0 0 1,600,0

Ｄ

00 0

職員人件費　②

　

0 362 359 375

　

総事業費（①＋②） 4

　

5,683 26,07

Ｏ

3 1,613,554

　

12,907

建
設
事
業

　

全体事業費 0 ２３年度

∧

特定財源名称

２３年度

　

迄の累積事業費 0 財政

　

調整基金積立金利子

２

実

５年度以降の事業費見

　

込 0

　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

４

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 計画推進

　

基本施策 行政経営
施策

刈

体系
施策の内容 健全な

谷

財政運営

目
　
　
　
的

　

市

予期しない収入減少や

事

支出増加といった年

主

務

た
る
内
容

　財源不足が

事

生じる年度に取り崩し

業

活用する
度間の財源の

評

不均衡を調整し、財政

価

上の不測 ため、財政調

シ

整基金に運用収入等を

ー

積み立て
の事態に備え

ト

基金を積み立てる。　

（

　 る。

位
置
づ
け

関連計

様

画  

根拠法令 地方財政

式

法、財政調整基金条例

１

対象者 対象者を限定し

）

ない 事業期間 昭和４４

会

年度 ～

実施方法 ■直営

計

　□委託　□指定管理

名

　□補助・助成　□そ

担

の他

当部 企画財政部

一

Ｂ
　
事
　
業
　

般

実
　
績

２１年度実績 ２

会

２年度実績 ２３年度実

計

績 ２４年度計画

積立額

財

積立額 積立額 積立予定

政

額※
　　　　　　 4

調

5,682,820円

整

　　　　　　25,7

基

10,735円    

金

      1,61

積

3,195,093円

立

　　　　　　12,5

事

31,868円
取崩額

業

取崩額 取崩額 取崩予定

担

額※　　　　    

当

   
　　　　　1,

課

301,955,00

財

0円 　　　　　 　　

務

　  　0円 　　　　

課

　         

款

  0円   　　　　

項

 1,600,000

目

,000円
　 年度末現

課

在高　 年度末現在高　

等

年度末現在高見込み※

長

　
年度末現在高　 　　

名

　　 8,065,3

西

09,358円 　　　

村

　 9,678,50

　

4,451円 　　　　

日

 8,091,036

出

,319円
　　　　　

幸

8,039,598,

2

623円 ※当初予算時

1

点

　当初予算を編成す

7

るに当たり財源不足を

作

補うため、10億円の

成

取り崩しを計上してい

者

たが、前年度の繰越金

村

や事業の見直

成果 しに

口

よる減額補正等の実施

　

により財源を確保する



　

３年度

（決算） （決算

雄

） （決算） （予算） 事

貴

業費内訳

事業費　① 0 0 433 0 合計 433,423 円
備品購入費 433,423 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 433 0

職員人件費　② 0 0 72 0

総事業費（①＋②） 0 0 505 0

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

４

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 計画推

　

進

基本施策 行政経営
施

刈

策体系
施策の内容 効率

谷

的な行政経営

目
　
　
　

市

的

  物品を集中管理

事

、各課に貸し出して使

務

用す

主
た
る
内
容

　業務

事

に必要な備品を購入し

業

、適切に管理、
ること

評

による余剰の削減、効

価

率的な運用を行 貸出を

シ

行う。
う。　

位
置
づ
け

ー

関連計画

根拠法令

対象

ト

者 市職員 事業期間 ～

実

（

施方法 ■直営　□委託

様

　□指定管理　□補助

式

・助成　□その他

１）

会計名 担当部 企

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

画

１年度実績 ２２年度実

財

績 ２３年度実績 ２４年

政

度計画

  プロジェク

部

ター2台 174,3

一

00円 
  スクリー

般

ン1台 126,00

会

0円  
  接続ケーブ

計

ル2本 6,930円

集

 
  自動車用空気入

中

れ1台 47,250

管

 
　　　――――――

理

― 　　　――――――

用

― 円 　　　―――――

備

――
ＤＶＤレコーダー

品

1台 31,143
円

整

書画カメラ1台 47

備

,800円

　必要な集

事

中管理用備品を適宜購

業

入し、整備や補修によ

担

って適正に管理するこ

当

とができた。

成果

(で

課

きたこと)

　老朽化し

財

た集中管理用備品の更

務

新と付属品などの紛失

課

防止。
課題

(できなか

款

 

 ったこと)

指標名

項

称（単位）
実績値 目標

目

値

２１年度 ２２年度 ２

課

３年度 ２４年度 ２６年

等

度

活動
指標
活動
指標

　

長

備品の活用状況や事業

名

内容の違いにより、必

西

要備品の数や費用の比

村

較が困難である。
他市

　

との
比較検証

日出幸

2 1 9 作成

Ｃ
　
事

者

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

天

：千円
２１年度 ２２年

野

度 ２３年度 ２４年度 ２



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 914 328 1,082 2,700 合計 1,082,348 円
委託料 588,848 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 493,500 円

一般財源 914 328 1,082 2,700

職員人件費　② 0 362 359 375

総事業費（①＋②） 914 690 1,441 3,075

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

４

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 計画推進

基本施策

　

行政経営
施策体系

施策

刈

の内容 効率的な行政経

谷

営

目
　
　
　
的

　公有財

市

産を適切に管理するこ

事

とにより、財

主
た
る
内

務

容

1. 市有財産を統

事

括する。
産を有効活用

業

し行財政の効率化を図

評

る。　　 2. 他の課

価

に属さない市有財産の

シ

取得、管理、
　 処分

ー

、賃貸契約及び登記を

ト

行う。

位
置
づ
け

関連計

（

画  

根拠法令 刈谷市財

様

産管理規則

対象者 公有

式

財産 事業期間 ～

実施方

１

法 ■直営　■委託　□

）

指定管理　□補助・助

会

成　□その他

計名 担当部 企画財

Ｂ
　

政

事
　
業
　
実
　
績

２１年

部

度実績 ２２年度実績 ２

一

３年度実績 ２４年度計

般

画

草刈等委託　6件 

会

179,136円 草刈

計

等委託　6件　189

財

,664円 草刈等委託

産

　6件　189,84

管

8円 不動産鑑定委託予

理

定額
補修工事  　1

事

件  493,500

業

円          

担

     2,000

当

,000円
草刈等委託

課

予定額
       

財

       　60

務

0,000円

　普通財

課

産の管理に係る草刈等

款

委託、また売却に係る

項

隣地地権者との交渉を

目

行った。

成果

(できた

課

こと)

　普通財産の処

等

分方法や貸付等を検討

長

し、財産収入の増加を

名

図る必要がある。
課題

西

　
(できなか 

 った

村

こと)

指標名称（単位

　

）
実績値 目標値

２１年

日

度 ２２年度 ２３年度 ２

出

４年度 ２６年度

活動 普

幸

通財産の処分（件） 1

2

0 0 1 1
指標
成果   

1

指標
　普通財産の所有

9

状況等の違いにより、

作

委託件数や費用の比較

成

が困難である。
他市と

者

の
比較検証

田嶋　友一



指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 保有車輌台数 189 187 189 182 181
指標 （台）
成果 共用車輌利用率（昼間8:30～17:15） 63.7 67.7 67.6 70 70
指標 （％）

　ごみ収集事業の業務形態（直営・委託）や、消防団の活動内容の違いにより、保有台数等の単純な比較が
他市との 困難である。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 20,706 19,739 27,075 29,341 合計 27,075,124 円
需用費 8,440,546 円

財
　
源

特定財源 2,248 725 1,087 520 役務費 2,276,733 円
委託料 6,128,640 円

一般財源 18,458 19,014 25,988 28,821 使用料及び賃借料
9,257,135 円

職員人件費　② 0 725 718 749 補償、補填及び賠
償金 362,670 円

総事業費（①＋②） 20,706 20,464 27,793 30,090 公課費 609,400 円

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源

Ｄ

名称

２３年度迄の累積

　

事業費 0 自動車事故共

　

済保険金収入

２５年度

　

以降の事業費見込 0

Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

４

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 計画推進

基本施

　

策 行政経営
施策体系

施

刈

策の内容 効率的な行政

谷

経営

目
　
　
　
的

　公務

市

を安全かつ迅速、効率

事

的に遂行するた

主
た
る

務

内
容

1．車輌の購入、

事

更新及び不用車輌の売

業

却
めに必要な公用車を

評

保有し、車輌を適切に

価

管 2．車検及び定期検

シ

査の実施
理することに

ー

より有効に活用するた

ト

め。 3．燃料、修繕等

（

維持管理
4．共用車輌

様

の貸出等管理（公用車

式

予約シス
   テムに

１

よる貸出）
5．乗合自

）

動車（大型バス・マイ

会

クロバス）
　 の運行

計

業務

位
置
づ
け

関連計画

名

 

根拠法令 刈谷市自動

担

車等運行管理規程

対象

当

者 市職員 事業期間 ～

実

部

施方法 ■直営　■委託

企

　□指定管理　□補助

画

・助成　□その他

財政部

一般会計
自動

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

車

１年度実績 ２２年度実

管

績 ２３年度実績 ２４年

理

度計画

保有車輌 18

事

9台 保有車輌 187

業

台 保有車輌 189台

担

購入予定車輌 6台
　

当

内共用車輌 54台 　

課

内共用車輌 54台 　

財

内共用車輌 54台 　

務

内新規車輌 1台
　内

課

各課等所管車輌 13

款

5台 　内各課等所管車

項

輌 133台 　内各課

目

等所管車輌 135台

課

　内更新車輌 5台
購

等

入車輌 15台(更新

長

） 購入車輌 9台（更

名

新） 購入車輌 11台

西

売却予定車輌 12台

村

売却車輌 15台 売却

　

車輌 10台 　内新規

日

車輌 4台
　 　内更新

出

車輌 7台
売却車輌 

幸

5台

　業務を効率的に

2

行うために適正な公用

1

車台数を確保するとと

9

もに、利用率等を勘案

作

して削減可能な車輌を

成

選定した。保

成果 有す

者

る車輌は車検、点検を

天

適切に行い故障による

野

トラブルの防止に努め

　

た。　

(できたこと)

雄

　公用車の事故による

貴

修理費の削減
課題

(できなか 

 ったこと)



　① 34,376 5,937 9,800 432 合計 9,799,960 円
備品購入費 9,799,960 円

財
　
源

特定財源 200 675 0 0

一般財源 34,176 5,262 9,800 432

職員人件費　② 0 362 359 375

総事業費（①＋②） 34,376 6,299 10,159 807

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

４

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

　

施策 行政経営
施策体系

刈

施策の内容 効率的な行

谷

政経営

目
　
　
　
的

　老

市

朽化した車輌を更新す

事

ることにより、職

主
た

務

る
内
容

　老朽化した公

事

用車の適宜更新や新規

業

に必要
員の安全運行と

評

、環境に配慮した低公

価

害車の となった車輌の

シ

購入を行う。
導入を進

ー

める。

位
置
づ
け

関連計

ト

画  

根拠法令 刈谷市自

（

動車等運行管理規程

対

様

象者 市職員 事業期間 ～

式

実施方法 ■直営　□委

１

託　□指定管理　□補

）

助・助成　□その他

会計名 担当部 企画財

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

政

２１年度実績 ２２年度

部

実績 ２３年度実績 ２４

一

年度計画

プロボックス

般

バン1台 ＰＨＶプリウ

会

ス2台（リース）クラ

計

ウンＨＶ1台 パッソ1

自

台
プリウス2台 レクサ

動

スＬＳ６００ｈ2台（

車

リランクルプラド1台

購

　
セレガ1台 ース）

　

入

必要車輌を適宜購入し

等

た。

成果

(できたこと

事

)

　引き続き、最適な

業

車輌台数を把握し、業

担

務に支障がないように

当

努める必要がある。
課

課

題

(できなか 

 った

財

こと)

指標名称（単位

務

）
実績値 目標値

２１年

課

度 ２２年度 ２３年度 ２

款

４年度 ２６年度

活動 低

項

公害車、低排出ガス・

目

低燃費車の購入（％）

課

100 100 100 1

等

00 100
指標
成果  

長

 
指標

　市の規模や事

名

業内容の違いにより、

西

必要車輌台数等を比較

村

することが困難である

　

。
他市との
比較検証

日出幸

2 1 9 作成者

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

天

ト

単位：千円
２１年度

野

２２年度 ２３年度 ２４

　

年度 ２３年度

（決算）

雄

（決算） （決算） （予

貴

算） 事業費内訳

事業費



　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,261 4,149 3,541 5,331 合計 3,540,663 円
需用費 3,540,663 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 6,261 4,149 3,541 5,331

職員人件費　② 0 362 359 375

総事業費（①＋②） 6,261 4,511 3,900 5,706

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

４

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

　

施策 行政経営
施策体系

刈

施策の内容 効率的な行

谷

政経営

目
　
　
　
的

　各

市

課等及び各施設で共通

事

に使用する物品

主
た
る

務

内
容

　上質紙や封筒な

事

どの調達用の消耗品の

業

購入
等を大量一括購入

評

することにより、事務

価

の を行う。
効率化と経

シ

費の削減を図る。

位
置

ー

づ
け

関連計画  

根拠法

ト

令 刈谷市財産管理規則

（

対象者 市職員 事業期間

様

～

実施方法 ■直営　□

式

委託　□指定管理　□

１

補助・助成　□その他

）

会計名 担当部 企画

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

財

績

２１年度実績 ２２年

政

度実績 ２３年度実績 ２

部

４年度計画

調達用消耗

一

品費　4,330千円

般

調達用消耗品費　2,

会

586千円 調達用消耗

計

品費　2,421千円

調

調達用消耗品費(予定

達

額）    
(・上質

物

紙45㎏～90㎏・色

品

再生調達用印刷製本費

管

　1,563千円調達

理

用印刷製本費　1,1

事

20千円2,737千

業

円
紙・更紙Ａ3等） 調

担

達用印刷製本費（予定

当

額） 
調達用印刷製本

課

費　1,931千円 2

財

,594千円
（・封筒

務

角2,長3,長40・

課

納入
通知書等）

　調達

款

用消耗品や封筒の印刷

項

について必要数用意し

目

た。

成果

(できたこと

課

)

　適正な必要個数の

等

把握・指導に努めなけ

長

ればならない。
課題

(

名

できなか 

 ったこと

西

)

指標名称（単位）
実

村

績値 目標値

２１年度 ２

　

２年度 ２３年度 ２４年

日

度 ２６年度

活動
指標
成

出

果   
指標

 用紙や封

幸

筒の使用状況等の違い

2

により、必要数や費用

1

の比較が困難である。

9

他市との
比較検証

作成者 村中　直美

Ｃ



成

内）名古屋市、豊橋市

者

、豊田市、岡崎市、安

田

城市等
比較検証 （県外

嶋

）流山市、神戸市、平

　

塚市、調布市、茅ヶ崎

友

市等

一

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 7,214 8,799 合計 7,213,500 円
委託料 7,213,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 3,900

一般財源 0 0 7,214 4,899

職員人件費　② 0 0 5,025 4,495

総事業費（①＋②） 0 0 12,239 13,294

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

　

野 計画推進

基本施策 行

刈

政経営
施策体系

施策の

谷

内容 健全な財政運営

目

市

　
　
　
的

　学校をはじ

事

めとする公共施設の多

務

くが建設

主
た
る
内
容

　

事

公共施設の適切な維持

業

保全のために、施設
後

評

30～40年経ち、今

価

後維持修繕費用の増加

シ

、 保全の考え方を整理

ー

するとともに、施設情

ト

報
建替えや大規模修繕

（

の時期を迎える施設数

様

の を取り込んだシステ

式

ムを構築し、保全計画

１

を
増加が見込まれる中

）

、本市が所有する公共

会

施 策定する。
設を適切

計

に維持保全する。

位
置

名

づ
け

関連計画

根拠法令

担

対象者 事業期間 平成２

当

３年度 ～ 平成２４年度

部

実施方法 ■直営　■委

企

託　□指定管理　□補

画

助・助成　□その他

財政部

一般会計
公共

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

施

２１年度実績 ２２年度

設

実績 ２３年度実績 ２４

維

年度計画

　　　　　 　

持

　　　　 ・公共施設維

管

持保全計画基本 ・シス

理

テムの構築
　 　 方針案

計

の策定 ・施設評価・優

画

先度の設定
　 　 ・公共

策

施設の劣化診断 ・計画

定

の策定
　 　
　    

事

 ――――――― 　 

業

   ―――――――

担

　公共施設維持保全計

当

画基本方針を策定した

課

。公共施設の劣化診断

財

を行い、各施設の劣化

務

状況を把握し、データ

課

ベースを

成果 構築した

款

。

(できたこと)

　平

項

成23年度に各施設の

目

劣化状況を把握したが

課

、今後継続的に劣化状

等

況を確認するため、マ

長

ニュアルを作成する必

名

要があ
課題

る。
(でき

西

なか 

 ったこと)

指

村

標名称（単位）
実績値

　

目標値

２１年度 ２２年

日

度 ２３年度 ２４年度 ２

出

６年度

活動 計画策定状

幸

況（％） ― 50.0 1

2

00.0
指標
成果
指標

1

公共施設維持保全計画

1

は、全国的にも多くの

0

自治体が策定・策定中

作

である。
他市との （県



文

50,000 50,0

希

00 50,000 合計 50,000,000 円
投資及び出資金 50,000,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 50,000 50,000 50,000 50,000

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 50,000 50,000 50,000 50,000

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

４

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

　

基本施策 上水道
施策体

刈

系
施策の内容 水道水の

谷

安定供給

目
　
　
　
的

　

市

市民に安全でおいしい

事

水を安定的に供給す

主

務

た
る
内
容

　水道事業会

事

計へ出資する。
るため

業

、上水道施設の耐震化

評

及び維持更新を
図る。

価

位
置
づ
け

関連計画  

根

シ

拠法令 地方公営企業法

ー

対象者 対象者を限定せ

ト

ず 事業期間 ～

実施方法

（

■直営　□委託　□指

様

定管理　□補助・助成

式

　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事

企

　
業
　
実
　
績

２１年度

画

実績 ２２年度実績 ２３

財

年度実績 ２４年度計画

政

出資額　 出資額　 出資

部

額　 出資予定額　
　5

一

0,000,000円

般

　　50,000,0

会

00円 　　50,00

計

0,000円 　　50

水

,000,000円

　

道

近年水道事業は安定し

事

た経営状態が続いてい

業

るため、平成21年度

会

より2億5,000万

計

円から5,000万円

出

に出資額を減らして

成

資

果 いる。

(できたこと

事

)

　今後は大規模な施

業

設の改修や老朽化した

担

管の取替で建設改良費

当

の増額が見込まれるた

課

め、水道事業会計の経

財

営に配慮し
課題

ながら

務

、今後の出資額や手法

課

について検討する必要

款

がある。
(できなか 

項

 ったこと)

指標名称

目

（単位）
実績値 目標値

課

２１年度 ２２年度 ２３

等

年度 ２４年度 ２６年度

長

活動   
指標
成果   

名

指標
 

他市との
比較検

西

証

村　日出幸

4 3 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

作

ス
　
ト

単位：千円
２１

成

年度 ２２年度 ２３年度

者

２４年度 ２３年度

（決

村

算） （決算） （決算）

口

（予算） 事業費内訳

事

　

業費　① 50,000


